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データから観るノーベル賞-大隅良典教授ノーベル生理学・医学賞受賞に寄せて-
2016年10月3日、東京工業大学・大隅良典（おおすみ　よしのり）栄誉教授が今年度のノーベル生理学・医学賞を受賞し

ました。ここでは、大隅教授がどのようにしてノーベル賞の受賞に至るまでの研究を行ったのか、特許や論文、競争的資金の
データから辿ってみたいと思います。

ノーベル賞受賞記念 特別レポート

１．大隅教授による年ごとの論文数
論文データベース （Scopus） を用いて、大隅教授の年ごと
の論文数をグラフにしました。

データの抽出方法 : AU-ID ( “ Ohsumi, Yoshinori” 7004564486 ) について
抽出
出所: Scopus データベースに基づき SciREXセンター原作成

こちらをみると、1996年に岡崎国立共同研究機構基礎生
物学研究所に教授として移られたあと、年あたりの論文公刊
数が増加していることがわかります。その後、大隅教授は
2009年に、東京工業大学 統合研究院フロンティア研究機構
特任教授に着任されました。その後も、研究のペースを継続
されていたことがわかります。

２．Autophagy に関する論文の推移
大隅教授のノーベル賞受賞理由である、オートファジー

（autophagy） 分野の論文数推移について、年ごとおよび国
別の論文公刊数をプロットしました。2000年初頭以降、論
文の公刊数が急増していることが確認できます。

３．受賞に至る主要論文の被引用数推移
大隅教授によるオートファジーのメカニズム解明に係る学

術論文を特定し、それらの被引用数推移について調査しまし
た。このため、以下の手順で該当する論文の特定を行いまし
た。

1. NobelPrize Web 上に掲載されている Scientific Back 
ground Discoveries of Mechanisms for Autophagy を参
照する。

2. 文中の記載から、以下の文献を特定。これらの論文の前方
引用数について年ごとの被引用数を並べました。

2-1. Takeshige, K., Baba, M., Tsuboi, S., Noda, T., and 
Ohsumi, Y. （1992） Autophagy in yeast demonstrated 
with proteinase-deficient mutants and conditions for 
its induction. J Cell Biol 119, 301‒311.

2-2. Tsukada, M., and Ohsumi, Y. （1993） Isolation and 

抽出方法: 次の検索式をScopus 上で設定: TITLE-ABS-KEY ( autophagy )
AND SUBJAREA ( mult OR agri OR bioc OR immu OR neur OR
phar OR mult OR medi OR nurs OR vete OR dent OR heal OR
mult OR ceng OR chem OR comp OR eart OR ener OR engi OR
envi OR mate OR math OR phys ) AND ( LIMIT-TO ( SUBJAREA ,
“BIOC” ) OR LIMIT-TO ( SUBJAREA , “MEDI” ) OR LIMIT-TO
( SUBJAREA , “IMMU” ) OR LIMIT-TO ( SUBJAREA , “PHAR” ) OR
LIMIT-TO ( SUBJAREA , “NEUR” ) OR LIMIT-TO ( SUBJAREA ,
“AGRI” ) OR LIMIT-TO ( SUBJAREA , “CHEM” ) OR LIMIT-TO
( SUBJAREA , “MULT” ) OR LIMIT-TO ( SUBJAREA , “CENG” )
OR LIMIT-TO ( SUBJAREA , “ENVI” ) )
出所: Scopus データベースに基づき SciREXセンター原作成
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characterization of autophagy-defective mutants of 
Saccharomyces cerevisiae. FEBS Lett 333, 169‒174.

主要論文数の被引用数の推移を観ると、オートファジー分
野の論文数増加と比例しています。通常、論文の被引用数は
発表後直近の2～3年がピークで、あとは徐々に減少してい
きます。しかし、これらの論文の場合オートファジーが注目
され、論文数が急増した2000年以降、より被引用数が増加
しています。
このグラフからは、大隅教授のオートファジーに関する研

究が先駆的だったこと、また、先駆的な研究成果として、論
文の発表から 10年以上たっても継続して引用され続ける、
重要度の高い研究であることが読み取れます。

４．特許の出願状況
大隅教授は二件、特許を出願されています（特許情報プ

ラットフォーム調べ）。ひとつは、1998年 8月に出願した
「オートファジーに必須なＡＰＧ１２遺伝子、その検出法、そ
の遺伝子配列に基づくリコンビナント蛋白の作製法、それに
対する抗体の作製法、それに対する抗体を用いたＡｐｇ１２
蛋白の検出法 （特開2000-60574）」で、株式会社エルティー
ティ研究所が出願人として明記されています。もうひとつ
は、2001年 5月に出願した「蛋白質とホスファチジルエタ
ノールアミンの結合体（特開2002-348298）」で、出願人と
して科学技術振興事業団が明記されています。

5．科研費の取得状況
最後に、大隅教授による科研費の取得額の推移をグラフに
してみました。1998年以降科研費の総配分額が増大してい
ることが確認できました。また、研究設備やメンバーの確保
などの点でこれらの科研費が活用された結果、1996年以降
の研究内容のさらなる充実に繋がったことが推測できると思
います。
さて、大隅教授に関するこれらのデータからは、ひと（研
究者）ともの（設備や環境）とお金（競争的資金） が結びつい
た結果、ノーベル賞受賞に至るような素晴らしい成果を生み
出されたことが、なんとなく見えてきたのかなと思います。
では、どうすれば、こうした優れた研究者に頑張っても
らえる研究環境を作れるのでしょうか？ そもそも、優れた
若い研究者をどうやって見つけ出せばよいのでしょうか？ 
SciREX では、こうした分析をいろいろと進めています。今
後もご期待ください。

※ 本稿は、SciREX「政策のための科学」ポータルサイトに掲載した

「2016年ノーベル生理学・医学賞大隅良典栄誉教授の論文・特許お

よび資金調達に係る予備的分析を実施しました（2016/10/5;http://

scirex.grips.ac.jp/topics/archive/161005_625.html）」を本誌用

に再編集したものです。

原 泰史（はら やすし）
政策研究大学院大学 SciREXセンター専門職
民間 IT 企業で勤務後、日本学術振興会特別研究員DC1、一橋大学イノ
ベーション研究センター特任助手を経て、2015年より現職。
主な研究テーマは技術開発の社会構築過程の分析、ナショナルイノベー
ションシステムの国際比較など。

※ 大隅教授の受賞に至るまでの経緯については、NISTEP による STI 
Holizon 誌「特別対談 ノーベル賞研究の背景『組織、研究費、人的支
援から考えるノーベル賞の条件』」 (2016年12月発行予定) にも掲載
される予定です。

出所 : 科学研究費助成事業データベースをもとに SciREX センター原が作成 /
総配
分額を年度ごとに等価に按分し表示
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“人材” データの本質に迫るには
本講座では、科学技術イノベーション政策を考える基礎として、重要テーマごとに、どのようなデータがあるか、そのデータ

から何が言えるのか、どのような限界があるかについて、専門家が解説する。第2回は、日本の「人材」データを取り上げる。

データの読み方講座02－人材編

“研究者” と “科学技術人材” とは？
科学技術統計において、“研究者” と “科学技術人材” とは

全く異なる概念である、という話から始めたい。もちろん、
研究は科学技術活動の一部であるので、“研究者” は全て “科
学技術人材” に含まれるであろう。しかし、それでは、両者
の差分（“研究者” 以外の “科学技術人材”）は、どのような人
たちを指すのだろうか。また、そもそも、統計において “研
究者” と “科学技術人材” とは、どのような人たちを指して
いるのであろうか。
このような問いから「データの読み方講座－人材編」を始

めたのは、科学技術イノベーション政策に関する議論におい
て、対象範囲が曖昧なまま “人材” のデータが用いられてい
る場合も多いと感じるためである。特に “研究者” と “科学
技術人材” の関係に関する混乱はしばしば見受けられる。こ
ういった点を明確にすることが、人材に関する “データの読
み方” の最も基本であると筆者は考えている。

基本的なデータとその対象範囲
“研究者”のデータの対象範囲を考えてみよう。総務省統計

局の「科学技術研究調査報告」によると、日本の “研究者” の
総数（実数）は、2015年3月31日現在で約92万6700人
である。その内訳と対象範囲を表1に簡単に示した。“研究者”
に大学の教員が含まれることは、一般的な“研究者”のイメー
ジとかけ離れていないであろう。しかし、例えば、企業の研究

所ではない部署で新製品の開発に従事する人が原則的にこの
数に含まれることは、必ずしも広く認識されていない。“研究
者” の詳しい定義は省略するが、研究開発統計の国際的な基
準等を示しているフラスカティ・マニュアルでは、研究論文
を発表するような人たちだけでなく、“研究開発（Research 
and experimental development）”を実施する人（ただし、
技能者や支援スタッフは除く）が “研究者（Researchers）”
とされている。
次に、“科学技術人材”について見てみよう。しかし、実は、
その総数を示すデータは、日本には存在しないのである。“科
学技術人材” という概念やデータが必要とされていないわけ
ではないだろう。“科学技術人材” という語は、科学技術イノ
ベーション政策の議論においてしばしば登場するのであるか
ら。そして、世界的には、科学技術イノベーション政策にお
ける人材の議論は、“科学技術人材” に該当する対象をテーマ
としている事が多いのである。

“科学技術人材” の概念と欧米におけるデータの整備状況
それでは、世界的に用いられている “科学技術人材” の概
念は、どのようなものであろうか。OECDの科学技術関係
の統計に関するマニュアル類の一つであるキャンベラ・マ
ニュアルは、“Human Resources devoted to Science and 
Technology(HRST)” という概念を体系的に示している。こ
れを単純に日本語に訳すと「科学技術人材」となるが、この

表1 「研究者」の総数と内訳及びそれぞれの対象範囲

組織 人数（実数） 対象範囲

総　　　数 926,671

大学（短期大学を除く）の課程を修了した者、又はこれと同等以上の専門知識を有する者で、
特定のテーマを持って研究している者。研究とは、事物・機能・現象等について新しい知識を
得るために、又は既存の知識の新しい活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求
をいう。

企　　　業 560,466 研究を兼務する者、社外（外部）からの出向者を含む。研究業務には「製品及び生産・製造工程
等に関する開発や技術的改善を図るために行われる活動」も含む。

非営利団体 10,567 同上

公的機関 34,067 同上

大　学　等 321,571 教員、大学院博士課程の在籍者、医局員、その他の研究員の合計。兼務者（学外からの研究者）
を含む。

出典：総務省統計局「科学技術研究調査報告（2015）
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日本語から想像されるより、はるかに広い概念である。具体
的には、科学技術分野の高等教育の課程を修了した人は全て
HRSTに含まれる。また、それに加えて、そのような教育資格
を必要とする科学技術関係の職に就いている人が含まれる。
後者には、例えば、大学の文学部を卒業してシステム・エン
ジニアの職に就いている人が含まれることになる。
欧州では、キャンベラ・マニュアルに準拠したデータの整

備が進められており、また、米国においては、キャンベラ・
マニュアルに直接的に準拠しているわけではないものの、高
等教育機関で科学技術の教育を受けた人材や科学技術に関す
る職に就いている人の大規模な統計が作成されている。この
米国の人材統計は、本質的に、キャンベラ・マニュアルに示
された科学技術人材と同様の概念に基づいていると言える。

データが存在しないことによる問題点
日本で “科学技術人材” についてのデータが整備されてい

ないことに関して、特に懸念すべきことは、本来は議論すべ
き重要な問題が、データが無いがために取り上げられていな
い可能性である。また、“科学技術人材” は、様々な政策領
域に関係しているはずだが、無自覚的に対象を “研究者” に
絞ってしまうことにより、政策上の議論が研究開発政策の枠
に留まってしまう恐れもある。このことは、政策の部分最適
化の問題を引き起こしているのではないかという懸念につな
がる。
イノベーションや知識社会を担う人材として、どのような

人材が必要であるのかという問い自体が重要な政策課題であ
り、今後、必要な人材像を議論する上で、“科学技術人材” や
“高度専門人材”といった広い概念に基づいて考えていくこと
が重要であるが、データの整備は、それと一体として取り組
まれるべきことではないだろうか。

本質に迫るための “データの読み方”
“データの読み方” に話を戻そう。あるデータが示された

時、それをよく理解するためには、そのデータがどのように
して作成されたのかを知ることが重要である。そのために
は、統計調査の調査票を見ることや、調査対象が何であるか
を確認すること、といったことが重要である。このことは
全てのデータについて言えるかもしれないが、とりわけ “人
材” に関するデータの場合、これによってデータの背後にあ
る “人材像” を適切に把握できるかどうかが左右されるので

ある。
もうひとつ挙げておきたいのは、あるデータを、他のデー
タと関連付けて考えることである。例えば、ポスドクについ
てのデータが示された際には、大学院博士課程の在籍者数や
毎年の修了者数と比較し、あるいはポスドクを雇用する側で
ある大学や公的研究機関の研究者の数を参照することが役に
立つ。そうすることにより、単純な総数であっても、その数
値は活き活きとした情報となるのである。そのためにも、先
ほどまで述べてきたような大きな枠組みのもとで “人材” の
データを捉えることが重要である。

富澤 宏之（とみざわ ひろゆき）
文部科学省科学技術・学術政策研究所第２研究グループ総括主任研究官
専門分野は科学技術政策研究、科学技術指標の開発、科学計量学。
日本科学技術情報センターを経て1989年より科学技術政策研究所に勤
務、2015年より現職。この間、経済協力開発機構（OECD）科学技術
産業局主席行政官（2007～2010年）。
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ライフサイエンス分野におけるオープンサイエンスへの課題
～データインフラ整備だけでなく、研究者の意識改革に向けた議論へ～

「オープンサイエンス」リレーエッセー

１．公共財としてのオープンデータ
「遺伝子配列を決定したらデータベース（DB）に登録して
その登録番号を論文に載せなければ受理されない」̶̶ ラ
イフサイエンス分野においては、このルールで学術研究が進
められてきた。構造生物学におけるタンパク質立体構造の座
標データに関しても同様のルールがあり、ある一定期間エン
バーゴがあるものの、最終的にはDBに収録される。
本邦においてもDBにアーカイブするという文化は知られ

てはいるものの、欧米に比べるとその他の新しい種類のデー
タを公共財としてオープンにする歩みは遅い。また、それら
を研究に再利用することも盛んではない。その背景には、実
際には利用しているのにその利用した文献やデータをちゃん
と記述しない、「引用する」ことに対する軽視があるのかもし
れない。これだけ研究不正問題が騒がれているにもかかわら
ず、である。

２．日本初のオープンデータと可能性
理化学研究所はマウス遺伝子のコピーである cDNAのク

ローンを収集、その配列を解読し、機能を明らかにしてきた。
そのプロジェクトは、FANTOM（Functional annotation 
of mouse）と呼ばれ、マウスのあらゆる臓器の様々な発生ス
テージにおける遺伝子発現情報のDBという成果を生んだ。
このDBは、後に京都大学の山中伸弥教授のグループが iPS
細胞を樹立する際に必要な 24候補遺伝子の絞り込みに利用
され、結果として学問の発展に貢献することとなった。日本
発のオープンデータが、日本人のノーベル賞受賞につながっ
たというとてもいい実例である。
この他日本発のDBとしては、KEGG（Kyoto Encyclopedia 
of Genes and Genomes）　があるが、FANTOMとKEGG
の２つのDBは、世界的にもよく使われているスターコンテ
ンツであると同時に、開始当初からオープンデータとして、
インターネット上で誰でも利用できるリソースであったこと
は特筆すべき点である（残念なことに現在、KEGGは大量ダ
ウンロードの際は有料となっている）。

３．この10年で築いたデータインフラ
この10年来、私はライフサイエンス分野のDB統合のプロ
ジェクトに関わってきた。はじめは大学共同利用機関である
情報・システム研究機構にライフサイエンス統合データベー
スセンター（DBCLS）が設置され、DBCLS が中心となっ

てDB統合を推進してきた。そして2011年から戦略立案や
ポータルサイトの構築・運営は、科学技術振興機構（JST）の
バイオサイエンスデータベースセンター（NBDC）が担って
いる。これにより、維持できなくなったDBや個人情報が絡
むヒトデータの受け入れ体制がNBDCで確立された。また、
NBDCからの「お願い」として、研究成果をDBで公開する
ことが、科研費を始めとする研究課題の募集要項に記される
ようになった。これはオープンデータの観点から大きな成果
である。
この他、各省庁のDBを横断的に統合しうまく機能してい
るものとしては、「integbioDBカタログ」がある。同カタロ
グは、ライフサイエンスに関係する関連省庁で作成したDB
も含めて、どういったDBが利用可能かを横断検索して提供
することができる。また維持できなくなったDBの「永代供
養」を引き受けるというDBアーカイブ化の事業も関係省庁
を越えて行われるようになった。

４．データの収集・保全から利活用に向けて
一方でこういったDBインフラを構築するには苦労があっ
たのも事実である。DBCLSやNBDCといった、DBセンター
で収集可能な公開データの整備だけではもちろん不十分で、
研究者からデータを出してもらう必要があった。そのため
に、NBDCに「統合化推進プログラム」として予算がつけら
れ、公募の結果、植物や微生物といった対象生物種やプロテ
オームやメタボロームなどデータの種類と研究分野ごとに、
その分野の代表的な研究者がそれぞれデータを取りまとめる
という形が取られている。
この他にも、データを集めて保全するだけでなく、データ
利用する際に役に立つ日本語コンテンツを独自に作成して
いる。例えば、ウェブ上のツールやDBの使い方チュートリ
アル動画（統合 TV:http://togotv.dbcls.jp/）、我々が日本
各所で講師として行脚してきたDB 講習会資料のアーカイブ
（MotDB:http://motdb.dbcls.jp/）が挙げられるだろう。ま
た、「新着論文レビュー」<http://first.lifesciencedb.jp/>
は、誰でも自由に読める新しいタイプの日本語レビューオン
ラインコンテンツで、始めて6年経ったが、約千エントリの
日本語レビューを掲載することで、研究者にも浸透している
サービスとなっている。

14



erlyQuarterl
XSciREX

vol.03, November. 2016

5．課題となる人材育成、そして行政への期待
しかしながら、10年やっても積み残していることも多々

ある。とりわけ人材育成の仕組みをつくることは重要だ。そ
れには、まず現在いる研究者の意識改革を図ることである。
ただ闇雲に実験をするだけでなく、公表した成果をDBで公
開し、科学の発展に役立てるところまで含めて研究である、
という意識の徹底をどう実現するのか。これはこれからの
大きな課題の1つである。データ解析の実例づくりといった
データ利活用に向けたコンテンツの充実は、我々ライフサイ
エンス研究者が頑張ればなんとかなることであるが、人材育
成の問題は、ときには行政の立場から強制力を発揮して変え
ていただかなければどうしようもないものである。
もちろん人材育成には、DBセンターでのインターン受け

入れのための仕組みづくりなど、今すぐ始めなければならな
いものもあるが、海外の施策を参考に日本の実情に合った形
で、図書館組織も巻き込む形でデータキュレーションに向け
て制度化していくべきではないか？ 研究者自らは制度を変
えられない。トップダウンな体制づくりを期待している。

坊農 秀雅（ぼうのう　ひでまさ）
大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 データサイエンス共同
利用基盤施設 ライフサイエンス統合
データベースセンター(DBCLS) 特任准教授
専門はバイオインフォマティクス、データベース生物学。博士 (理学 )。
現職にてライフサイエンス分野の公共データの流通、とくにデータベー
ス統合利用環境の構築と利用普及を担当。利用可能なデータのメタ解析
とその生物学的な検証に興味を持つ。
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◯育成する人材像
STiPSでは、「科学技術の倫理的・法的・社会的問題（ELSI）

に関する研究を基盤として公共的関与の活動と分析を行い、
学問諸分野間ならびに学問と政策・社会の間を “つなぐ” こ
とを通じて政策形成に寄与できる人材」を育成しています。
「つなぐ人材」として次の２つの類型を想定しています。
１）公共的関与の活動と分析そのものを専門とし、異分野・
異領域（研究者集団・政策・産業・市民社会）の間のコミュ
ニケーションを媒介し、俯瞰的な視点のもとに政策提言や政
策形成を実行する人材。２）自然科学・工学等や人文社会科
学の個別分野の研究を行いつつ、他の専門分野や他業種、市
民との間で双方向のフィードバックを通じて、政策提言や政
策形成に貢献できる人材。

◯大阪大学拠点の特色
科学技術と社会のより良い関係を構築するためには、世の中

の人々が、科学技術や公共政策に何を期待し、何を懸念してい
るか、どのような世界に生きたいと欲しているのか、といった
社会の期待と懸念を把握することが大切です。多様なステーク
ホルダーが参画・関与する公共的関与の活動と分析を行うと
同時に、実践的な能力を備えた人材の育成を目指しています。

◯京都大学拠点の特色
エビデンスベースの政策決定に欠かせない定量的なエビデ
ンス。実世界における各種のデータを可視化し、解析評価が
できるようにするための研究、そして、実世界のデータから
エビデンスへ、エビデンスから政策へ、そして政策を実施し
たのちにそれを評価していくという政策形成サイクルに携わ
る人材の育成を進めています。

◯大阪大学・京都大学の連携
プログラムの修了には 14単位以上の取得が必要です。こ
のうち、必修の授業「研究プロジェクト」の中では、科学技
術イノベーション政策に関連する個人研究もしくは共同研究
を実施し、学術研究論文を作成します。この論文発表会は、
毎年、大阪大学と京都大学合同で実施しています。また、大
学間で単位の相互認定も行っています。

（文責 ： STiPS事務局）

シリーズ　基盤的研究・人材育成拠点紹介 Vol.4

大阪大学・京都大学 公共圏における科学技術・
教育研究拠点（STiPS）

「公共圏における科学技術・教育研究拠点（Program for Education and Research on Science and Technology in 
Public Sphere: STiPS）」は、大阪大学および京都大学の連携による人材育成プログラムです。科学技術の倫理的・法的・社会
的問題（ELSI）に関する教育と研究を行い、政策形成に寄与できる「政策のための科学」の人材育成を進めています。

拠点の概要
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